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,こ の小論 を在外研究先のア メ リカで執筆 して いる。 日本 か らアメ リカに来 て実感 す るこ
とは,英 語 が出来なければ生 きてい けな いということである。 それはアメ リカの国語 が英 語であ
るか ら当た り前 の ことであ るが,同 時に,英 語が 出来 さえす ればなん とか生 きて行 け るというこ
とで もあ る。 ア メ リカ には,広 大な国土 と豊富 な ビジネスチ ャンスが広 が ってお り,世 界 中か ら
企業家 が,研 究者が,そ して移民が,そ れぞれ の夢 を求 めてや って くる。 それゆえ依 然 と して,
過 去10年 間で13%と い う高 い人 口増加率 を維持 してい る。 その可能性 の国ア メ リカで話 され る
言葉,そ れが英 語だ ということで ある。
筆者 は,明 治大学商学部及 び大学院商学研究科 において国際会計論 を担当 している。会計 とは,
一言 でい うな らば ビジネ スに必須の言語体系 である。それが近年,国 際会計基準(lnternational
AccountingStandards)として世界的 に標準化 されつ つあ り,そ こで国際会計論 が重要 にな っ
てい るのであ る。そ もそも会計 は,複 式簿記 とい う世界共通 の システム に支え られ て いる。複式
簿記 は,15世 紀 に当時世界 中を渡 り歩 いていた北イ タ リアの商人 によ って広 め られ た商 取 引の
記 帳方法で,す で に500年 以上経過 した現在 において も,こ れに変わ るシステムは考案 されてい
ない。 ドイ ツの文豪ゲ ーテは,『 ヴ ィル ヘル ム ・マイスターの遍 歴時代』 におい て この複 式簿
記 の システ ムを人類の最 も偉大 な発 明で ある と賞賛 してい る。 ところが近代 にな ると,国 民 国家
の成立に伴 って国 ごとに異 なった会計処理 のルールすなわ ち会 計基準が制定 され るよ うになる。
それが世界標準の システム として,再 構築 されてい るのであ る。
国際会計論の授業で は,国 際会計基準 を中心 に,日 本の グローバル企業が直面す る会計 問題 に
ついて出来 るだけ実践 的にアプ ローチす ることを 目指 して いる。講義の 内容 には,ア メ リカや英
国,ド イ ツな どとの比較制度分析 に加 え,国 際税務 や為替 リス ク管理,海 外直接投資,国 際財務
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報告な どが含 まれ,そ のモチー フは,グ ローバル経 営 に不可欠 な会計の知識 を習得 して もらうこ
とにあ る。 ちなみに今 回のアメ リカ滞在の 目的は,国 際会計基準 に大 きな影響 を及 ぼ しているア
メ リ.カの会計基準及 びそれを理論 的 に支え るアメ リカの会計学研究の最新動 向につ いて調査す る
ことで ある。
古来 ラテ ン語 が,世 界標準 ρ言語 と して一 とりわ けアカデ ミズムの世界 において一重視 され て
きた。 近代 にな ると外交 の場 で フラ ンス語が用い られた り,人 工 的 にエ スペ ラ ン ト語が開発 され
た りした ものの,今 日で は英語 が世 界標準語 として定着 してお り,元 来 ラテ ン語の意味で あった
LinguaFrancaと いえば英語 を意味す る ものとな って いる。 この よう に世 界 的な コ ミュニ ケ ー
シ ョン言語 と して英語 が定着 した背景 には,19世 紀の英国,20世 紀 の アメ リカ合 衆 国 とい う2
大世界帝 国の存在が ある。会計 を含 め ビジネスに関 わるほ とん どの制 度は,こ れ ら2国 によって
英語 と ともに世 界に広め られ た ものであ る。
英語 が 自然言語のLinguaFrancaだ とす るな らば,機 械言語のLinguaFrancaと い うべ きも
のが コ ンピュー タ言語 で あ り,加 えて ビジネスに不可欠 なLinguaFrancaと して国 際会 計基 準
・が ある といえ る。英語 ・パ ソコ ン ・国際会 計,21世 紀 の 日本の ビジネ スパ ー ソ ンに必 須 の ・「三
種の神器」 といわれてい るもので ある。特 にアメ リカか ら見 ている と,こ れ らの リテ ラシー(素
養)の 重要性 が とて もよ く理 解出来 る。以下,明 治大学 における商学研究及 び商学教育 と関連 付
けなが ら,こ れ らのテーマについて考察 していきた い。
英語 によ.って世界に情報発信
ア メ リカで起 っている教育上 の変化 と して注 目すべ きは,大 学 と りわ け ビジネス ・スクールの
グ ローバル化で あろ う。 ビジネス ・ス クール とは,大 学 を卒業 し企業の第一線で働 くビジネスパー
ソンに ビジネ ス全般 にわた り最新 の理 論 と知識の体 系を実践的 に教育す る大学院 のことで,終 了
す ればMBA(masterofbusinessadministration)の修士号 が与 え られ る。 アメ リカの大 学 は
早 くか ら国際化 し,外 国人留学生 を積極的 に受け入 れて きたが,大 学教員が まるごと国外へ 出か
けて行 って教育 を行 うことは希 であ った。 それが最近 では,東 南 アジアや 中南米な どで 出張 キ ャ
ンパ ス型のMBAプ ログ ラムが アメ リカの多 くの ビジネ ス ・スクール によ って提供 されている の
である。 ちなみ に客員教授 と して滞在 して いる北 アイオ ワ大 学は,香 港 とブラジル でMBAプ ロ
グラムを開講 して いる。 終了す れば,も ちろんアメ リカの経 営学 修士号 が与え られ る。 その よ う
な教育 が可 能にな るの は,ア メ リカの大学 教員 が英語 で授業 を行 うか らであ る。
それでは,日 本人 にとって英語 が出来 ると どんな メリッ トがあ るか とい うと,英 語を理解す る
世界 中の人 々に話を聞いて もらえ るとい うことであ る。 つま り,日 本 についての情報発信が 出来
るのである。,ア メ リカで は,招 か れて国際経営論 な どの クラスで 日本企業 につ いての講義を行 う
ことが ある。筆 者は これ まで,日 本企業 における海外直接投資 の意思 決定 プロセス につ いて実証
的 に研究 を行 って きた。 この研究 テーマは,日 本企業 を受 け入 れ る国(例 えば アメ リカ)の 人 々
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にとっても,関 心が高い。それゆえ研究内容を英語で講義することによって,日 本企業について
だけではな く,日 本全体について も,明 治大学についても,さ らには自分 自身についても,受 講
する学生に聞いてもらえるのである。 しかもビジネス ・スクールでは多 くの学生が実務経験を経
ているか ら,教 室で教えなが ら彼 らから生のビジネス情報を収集することも出来る。実証研究で
は,電 話や郵便で事前にアポイントメントを取 り時間と交通費をかけて企業に聞き取 り調査に出
向 くことによって現場の情報を収集するのであるが,自 ら情報発信することが出来れば聞き手は
彼 らの持 っている情報を質問や意見として返 して くれるから,わ ざわざ調査に出かけるのと同じ
効果が得 られるのである。それが英語 によって,国 際的に実現出来る訳である。
ちなみに明治大学商学部は,1・2年 生への豊富な語学クラスのみならず,3年 生への外国語に
よる専門書講読など,少 人数の語学教育を重視 してきた。最近では4年 生がさらに外国専門書講
読の単位を修得出来るようにカリキュラムが改革されている。また,海 外の協定校への長期 ・短
期の留学も推進 している。長期の留学でほ,現 地の大学で修得 した単位が明治大学商学部の卒業
単位として認定される。現在滞在中のアイオワ州では,全 米でもトップランクのアイオワ大学が
明治大学の協定校となっている.。筆者 も客員研究員 となっているアイオワ大学アジア太平洋研究
セ ンターでは明治大学か らの留学生は評判がとてもよく,今 後より多くの明大生を受け入れたい
とのことである。
教員であれ,学 生であれ,海 外へ出かけて行 って,あ るいは日本にやって来た外国人に対 して,
自分自身について,日 本について,明 治大学について情報発信することが強 く求められる時代,
それが21世 紀であろう。 ビジネスの第一線で働 く卒業生 とて例外ではない。それゆえ2004年 の
明治大学商学部創立100周 年に向けて,商 学部には,国 際交流推進のための委員会が設立 されて
いる。今後 日本のビジネスも,も ちろん明治大学商学部も,国 際化がさらに進んでい くであろう
から,英 語の重要性が加速的に増すことはあっても,低 下することは考え られない。
ビジネ ス に不 可欠 な コン ピ ュー タ ・リテ ラ シー
ビジネ スの世界標準 を語 るとき,忘 れてな らないのが,情 報 技術(IT)で あ る。 学 生 時代,
コンピュー タは大型計算機な どとよばれ,FORTRANと いう言語で 自 らプ ログ ラムを作 っては
1行 につ き1枚 ずつパ ンチカー ドを作成 していた。パ ンチカー ド代 といい大型 計算機使用 料 とい
い,と て も高価 な時代で あ った。 そ して1980年 代中盤以降パ ーソナル ・コ ン ピュー タす なわ ち
パ ソコ ンが急速 に普及す る。 当初 のプ ログラム言語 は,BASICで あ った。 コ ン ピュー タ言 語は
その後,CやJAVA,HTMLな どと複雑 に進化 してい るが,す べて英 語 をベ ー スに構 文 が標準
化 され てお り,そ れ らの言語 で書 かれたプ ログラムは世 界中の コン ピュータで作動す る。 つま り
英語 が出来 れば,コ ンピュータ ・リテ ラシー も格段に向上す るので ある。それ は,コ ンピュータ
の キーボー ドが英文 タイプ ライター と同 じ配列 にな ってい ることか らも明 らかであろ う。
大型 計算機 か らパ ソコンへの発展 を可能 に した もの,そ れがIT革 命 とよばれ る技術 革新 で あ
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る。 当初大学 の大型計算機セ ンターに通 って プログ ラムを書 き上 げつつ,そ こにデ ータを入力 し
てい くといった煩雑な作業 を繰 り返 さなければな らなか った コンピュー タによる実証分析 は,現
在 では研 究室 にパ ソコ ンが1台 あれ ば可能 になっている。 しか もパ ソコンには,ソ フ トウェアが
豊富 に準 備 されて いる。 今 日で はワープ ロのみな らず,表 計算やデータベース,プ レゼンテー ショ
ンな ど研 究や ビジネスの使用 目的 に応 じた ソフ トウ ェアが揃 ってお り,個 々の言語 で プログラム
を書 き上 げ ることよりも,こ れ らの ソフ トウ ェアを使 いこなす ことの方 がよ り重要 になっている。
ビジネスの現 場で も,表 計 算 ソフ トによ って業績予測 を行 い,デ ータベース ・ソフ トで顧 客を管
理 し,プ レゼ ンテーシ ョン ・ソフ トで新 しい企画 を提案す るとい った具 合であ る。MBA取 得者
には,こ れ らの標準 的 ソフ トウェアを使 いこなせ ることが 当た り前 とな っている。
IT革 命 の もう1つ の側面 は,コ ンピュータのネ ッ トワーク化で ある。 イ ンターネ ッ トとよば
れ る世界 的に通信手順 が標準化 されたネ ッ トワー クが構築 され,極 めて低 い コス トで,世 界 中に
分散 して いる情報 へのアクセスが実現 されて いる。 企業 内 にお いて も,情 報処理 はほ とん どす べ
てネ ッ トワーク化 され てお り,企 業 間の取引 も相互 にネ ッ トワーク化 された コ ンピュータによ っ
て制御 され る。 なお,イ ンターネ ッ ト上 に公開 されてい る情報 は,圧 倒的 に英語 による もので あ
る。IT革 命 は,コ ン ピュータ及 び通信 にお けるシステムの標 準化を世界的 に推進 し,そ の結 果,
表示言 語 と して の英語の重要性 をますます際立たせ るもの とな って いる。
明治大学 の リバ テ ィタ ワーには,最 新 のIT環 境が整備 されて いる。 それゆえ国 際会計 論 の授
業 は,す べて プ レゼ ンテ ーシ ョン ・ソフ トを活用 して行 ってきた。 さらにほ とん どの企業 はイ ン
ターネ ッ ト上 にホームペ ージを公開 してい るか ら,そ こにアクセスすれば決算財務諸 表や経営方
針,採 用情報な ど最新の情報を授業 の最 中に分析す る ことも簡単 であ る。 すべての教室において,
教員 のみな らず受講す る個 々の学生 に も利用 出来 るよ う情報環境が整備されている りパテ ィタワー
は,21世 紀の商学教育 に相応 しい校舎 であ るといえ る。
IT革 命がもたらした会計学革命
IT革 命の進展は,大 学における商学研究のあり方をも大きく変える ものとなった。企業の財
務業績や株価などが,す べてデータベース化 されるようになったか らである。すでに国際的な会
計学研究雑誌では,掲 載論文の90%以 上が,COMPUSTATの ような財務データベースを もと
に統計解析によって自らの仮説を検証するというスタイルで執筆されている。それまで会計学の
研究は,会 計基準がどうあるべきかとい った規範的な研究が多かったのであるが,実 際のデータ
によって会計理論の有効性を検証する実証的な研究に変わったのである。スタンフォー ド大学の
ビーバー教授は,1980年 代半ばにアメ リカを中心に起 ったこの変化を,「会計学革命」 とよんで




それゆえ,コ ンピュータ ・リテラシーと関連 して,パ ソコンなどで統計解析を行える能力が極
あて重要になって くる。例えば上場企業2000社 のデータを使 った会計学研究では,個 々の企業
の業績を1つ1つ チェックする訳ではなく,そ のような大量のデータを解析 して一見バラバラに
見えるデータの背後に存在するシンプルな会計のロジックを抽出するのである。統計解析は会計
学のみならず,フ ァイナ ンスやマーケティングなどいわゆるマーケ ット・データを取 り扱 うすべ
ての研究領域で活用されている。マクロ経済データ,為 替データなどについても同様である。
今後,デ ータベース分析を駆使 して活躍することが日本でも期待される資格に,証 券アナリス
トがあげられるであろう。すでにアメリカでは,年 金を含めた個人の資産運用には,株 式や債券
さらにはそれ らを組み合わせた投資信託など市場性の高い金融商品に投資することが当たり前に
なっている。元本変動の リスクはあるものの,銀 行預金などよりはるかに収益率が高いか らであ
る。株式は,企 業の将来業績を反映 して価格変動する一そして個 々の株価が変動すれば投資信託
も価格変動する一ので,資 産運用のためには投資対象について分析 しなければならない。それを
個人の投資家に代ってプロとして行 うのが,証 券アナ リス トである(ア メリカでは,企 業の決算
データのみな らず,ア ナ リス トの業績予測データについてもデータベース化されている)。 明治
大学商学部では,こ の証券アナリス トの資格取得を推奨 している。試験範囲は,経 済学 ・証券分
析 ・財務分析であるが,す べて商学部の授業でカバーされている。 このうち財務分析には,会 計
学の知識が不可欠である。
ちなみに,筆 者が今後進めて行きたいと考えている研究テーマが,利 益管理(earningsman-
agement)で ある。それは,企 業の財務報告の役割とその内容 につ いて,経 営環境 と報告利益
の関係を中心に,デ ータベースを活用 して実証的に分析するものである。例えば,企 業の決算に
先立ち証券 アナ リス トは決算予測を発表す る。投資家はそれに基づいて株式を売買する訳である
から,企 業 は投資家を裏切るような決算数値(と りわけ利益)を 発表することは出来なくなる。
あるいは,企 業が新株を時価発行する場合には,株 価が下落 しないように高目の利益を報告する
必要がある。さらに銀行借入を行 う際には,返 済可能な安定 した利益が借入企業に不可欠である。
そうした ビジネスに関わる特定の説明変数 と報告利益の関係についての諸仮説は,多 くのデータ
を収集 し一定の条件のもとで統計解析を行 うことによって検証 される。それゆえ経済のグローバ




IT革 命によるビジネスの世界的変化に,資 本市場の国際統合がある。 企業は,資 金調達のた
めに株式を上場するが,日 本企業は東京証券取引所,ア メリカ企業はニューヨーク証券取引所と
・いったように,こ れまでは自国内で上場することが常識であった。それが最近,EUで は加盟各
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国の証券取引所の統合が急速に進んでおり,2000年9月22日 にパ リとブリュッセル,ア ムースチ
ルダムの証券取引所がユーロネクス トとして国際統合 されている。アメリカでは,ナ スダックが
ナスダック ・ジャパンからの撤退を決めたものの,ヨ ーロッパの証券取引所であるイースダック
を買収 して設立 したナスダ ック ・ヨrロ ッパ とともに,将 来は米欧 日のどこかで株式を登録すれ
ば,ど こでで も取引出来るグローバル資本市場の構築を依然 として狙 っている。ニューヨーク証




が,投 資家やアナ リス トによって急速に高まって くる。そもそも技術やルールは,標 準化 されれ
ばされるほどその普及が加速化される特質を持っている。そのようなルールの中で最 も重要なも
のが,会 計基準である。統合された資本市場で取引されてし・る株式が所在国によって異なる会計
基準で報告 されていると,株 式投資において厳密な分析が困難だか らである。 ここで,国 際資本
市場の標準的ルールと・して,国 際会計基準が注目されるのである。
そ もそも国際会計基準は,1973年 に設立 された国際会計基準委員会によって設定 されてきた
唯一の世界的な会計基準である。 日本も,委 員会設立時か ら正式メンバーとして参加 している。
国際会計基準は,民 間のルールで法的拘束力がな く,当 初はほとんど効力を持 っていなかった。
それが1980年 代以降,各 国職業会計士団体の世界組織である国際会計士連盟や,証 券取引所を
監視する政府機関の国際組織である証券監督者国際機構などの国際組織 と連携を深めつつ,世 界
的な会計基準 として定着 してい く。 そして2000年5月17日 には,国 際会計基準が国際的に活動
する企業のための会計基準として,証 券監督者国際機構に正式承認 されている。すでにEUは,
加盟15ケ 国の全上場企業に対 し2005年 までに国際会計基準の採用を義務付けるよう決定 してい
る。
国際会計基準の特徴は,一 体化 した企業グループの会計を連結 して決算する連結会計,決 算時
の時価によって企業の資産や負債を再評価する時価会計,現 金の流れを示すキャッシュフロー計
算書 とよばれる財務表を作成 ・開示するキ ャッシュフロー会計にある。そもそもこれらは,世 界




示 させるような会計基準 となっているのである。国際会計基準は,先 行するアメリカ基準 と同じ
目的を世界 レベルで実現することを目指 しており,そ の内容 も類似 している。
日本は,現 在金融庁が証券監督者国際機構のメンバーとなっている。2000年3月 決算期 に連




企業を連結,時 価,キ ャッシュフローによって分析することは,す でに世界の常識 となってい
る。欧米のビジネス ・スクールで徹底的に訓練されるか らである。MBA取 得者は,も との企業
で昇進することも多いが,転 職す る場合には,コ ンサルティング会社や証券会社が職種 ・給与の
両面で彼 らに人気となっている。そしてコンサルタン トや証券アナリス トとして企業を分析する
際に,ビ ジネス ・スクールで教わった知識や手法を活用するのである。
現在,国 際会計基準が各国で受容されるとともに,各 国の会計基準 も国際会計基準 と調和化さ
れていくという二重の世界標準化が進展 している。国際会計基準はロンドンにおいて英語で作成
されているので,こ れか らは会計を理解 し実践するたあには,英 語がより重要になってくる。す
でに多 くの 日本企業が,英 文の年次報告書を作成 し,開 示 している。 また連結会計に対応するた
めには,連 結グループ内で同じ会計基準によってネッ トワーク化された会計 システムの構築が不
可欠になってくる。 このように,英 語 とITと 会計は,ビ ジネスの現場において相互にかつ密接
に関連 しているのである。
グ レー ドア ップされるアメ リカ公認会計士
.アメ リカでは,公 認会計士 の試 験制度の大 幅な改革が始 まって い る。2003年 以降,試 験 がす
べて コ ンピュータ上で行 われ るよ うになる とともに,受 験 資格が事実上大学院修士課程修 了に変
更 され る。厳密 にいえ ば,大 学 において150単 位修得 す ることが,ほ とん どの州 において受験資
格 に課 され るので ある。 日本 の大学 は戦後 アメ リカの システ ムを導入 した もの であるか ら,日 本
で もアメ リカで も学部卒業 だけでは150単 位 を修得 す ることは出来な い。 それ ゆえ,ア メ リカの
多 くの ビジネス ・スクールは,会 計学 修士(masterofaccounting,MAcc)のプロ グラ ムを,
従来のMBAプ ログラム と並行 して,開 設 し始 めて いる。
新 しい会計学修士課程 は,直 接 的には試験制度 の変更 に対応 す るもので あるが,そ の内容 は受
験 指導で はな く,・高度化す る会計環境 に適応 出来 る リテ ラシーを会計士 に修得 させ よ うとす る も
のであ る。 例え ばアイオ ワ大学のMAccプ ログラムには,経 営情報 システムす なわちITを 専攻
す るコースが設置 されて いる。 また北 アイオ ワ大学 のMAccプ ログ ラムで は,財 務 会計 理 論な
どとと もに,外 国語,IT,国 際 ビジネスなどを履修 しなければな らな くな って いる。 ここで も,
語学 とITが 重視 され ているこ とがよ くわか る。
ア メ リカでは,ビ ジネ スを は じめ,法 律,医 学,歯 学 な どは大学 院を中心 に教育 されて いる。
日本 で も,医 学 ・歯学 は6年 制で ある。 ビジネス ・スクールや ロー ・ス クール につ いて も,整 備
が進 んでい る(も ちろん明治大学 も例外で はない)。 世 界的 には,大 学院 を終 了 す る ことが,そ
の分野 の プロフェ ッシ ョナル と して認知 され る条件 なのであ る。 これ まで公認 会計士資格 は,ア
メ リカで も学部卒で取得 出来 たの であるが,今 後 は他 の専 門職 同様,大 学 院での履修が前提 にな
る訳 であ る。 ア メ リカの大学か ら見て いると,日 本 の公認会計士試験 制度 につ いて も同様の改革
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が必要であるように思われる。
明治大学商学部の学生を含め 日本からの受験者 も多いアメリカ公認会計士であるが,今 後の受
験には学部卒業後引き続 き大学院な どで単位を修得 していかなければならない。 もちろんアメリ
カの会計基準 については,商 学部 ・大学院商学研究科双方の国際会計論の授業で取 り上げている
し,世 界標準である国際会計基準そのものがアメリカ会計基準から大きな影響を受けていること
は,す でに触れた通 りである。国際会計を学ぶことは,ア メリカ公認会計士への近道である。 し
かも国際連合や世界貿易機構(WTO)は,各 国会計士の資格要件を標準化 し,あ る国で資格を
取得すれば将来 どの国でも活動出来るよう努力 している。
商 学実 践 の場,ジ ョブ ・イ ンター ンシ ップ
商学研究は基本的に実学であ り,つ ねに現場において研究成果の有効性がチェックされる。学
生は,授 業で教わった内容を卒業後 ビジネスの現場で自ら検証するからである。すでにアメリカ
では,大 学在学時に自らの専攻及び卒業後の進路 に合った職場で研修を行 うという制度が広 く定
着 している。 ジョブ ・インターンシップである。.明治大学商学部は,学 内で最 も早い2002年 度
からこのインターンシップを授業の一環として認定 し,単 位化 している。教室で習得 した理論を
実践の場で検証 しつつ,自 ・らの適性 について もよ く考えて もらおうという訳である。明治大学商
学部のインターンシップは,事 前研修を受講 した上で夏休みに2週 間以上の実習を行 って2単 位
が与え られる。 ちなみにアイオワ大学経営カレッジでは学期中16週 間の実習で6単 位,北 アイ
オワ大学経営 カレッジでは最低8週 間の実習で期間に応 じて2-8単 位となっている(ど ちらも会
計学専攻)。
実は日本でも,教 員になるために学校での教育実習が,医 師になるために病院での医療実習が,
誰 もが知っている制度 として社会的に定着 している。 それゆえ ビジネスの領域においても,在 学
中に企業などでインターンシップを経験することが近い将来同 じように定着すると考えられる。
すでに経済産業省,厚 生労働省,文 部科学省などが,イ ンターンシップを支援するために法律の
整備を進めている。さらに日本労働組合総連合会 も,働 く機会をより充実させる施策 としてイン
ターンシップを推進 している。
明治大学商学部生のインターンシップ先は,地 方自治体か ら大企業,ベ ンチャー企業とさまざ
まであるが,受 け入れにあたっては,表 計算 ソフ トが使え,財 務諸表が読める学生が求められる
ケースが少な くない。受入組織 として注目されるのは,情 報システム会社 とベンチャー ・キャピ
タルである。商学部では,今 後海外での研修 も検討 してお り,社 会をリー ドするような充実 した
制度にしていきたいと考えている。
大学と社会の接点,そ れはインターンシップとして学生を送 り出すとともに,企 業などで働 く
社会人を大学に受け入れて(再)教 育することによって確立される。明治大学商学部は,伝 統的
に社会人教育を重視 してきた。今回学部創立100周 年を画 して昼夜開講制が導入 され,新 たに社
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会人学生 を重視 したク リエイテ ィブ ・ビジネス ・コースが創設 され る。 さ らに大学院商学研究科
で も,社 会人学生 が学 べ るよ うに土 曜開講 制が実 施 され,現 在では夜間 ・土曜開講制へ と拡充 さ
れて いる。社会人 は働 きなが ら,大 学院まで進学 す ることが出来 るのであ る。 ちな みに,商 学研
究科の国際会計論 は通常土 曜 日に開講 されてお り,社 会人学生を主 要な対象 と して ビジネス ・ス
クール型の授業 を目指 してい る。 もちろん商学部 の授業 も,実 践指向であ ることに変 わりはな く,
ク リエ イテ ィブ ・ビジネス ・コースの学 生が国際会計論 を受講 して くれ ることは大歓迎 である。
ビジネスの現場 における さまざまな情報 を教室で フィー ドバ ックして もらい,よ りインタラクティ
ブな授業 に したいと考 えてい るか らである。
日本的経営は終焉 し,勉 強が必要になる
アメリカの大学生は,と てもよく勉強する。そもそも勉強するために大学に来ているのだから
勉強するのは当たり前なのであるが,こ ちらでは成績優秀者を表彰 した り,さ まざまな奨学金を




水準は必ず・しも高 くはなかった。長い期間かけて企業内で現場教育 されたか らである。ここで日
本的経営とは,日 本企業に典型的に見られる経営特性のことで,大 学卒業後か ら定年までの終身
雇用,勤 続年数とともに昇進 し所得がアップする年功序列,企 業の全従業員が同じ労働組合に参
加する企業別組合など,主 として人事制度が注目されてきた。
伝統的な日本的経営では,課 長に代表される中間管理職の役割が重要であった。.終身雇用の下
では,中 間管理職は,組 織内でい くつかの部署を経験 し実績を積んで昇格 してきた人達であり,
同時に将来に向けての潜在的な重役候補でもある。中間管理職の最大の役割は,ト ップの戦略や
政策を部下に伝え,そ の実行に向けて動機付けを行いつつ,彼 らの意見や希望を上司に上げると
いう情報仲介機能にある。 ところがITの 発展によって,ト ップが直接現場とコンタク トをとる
ことが可能になり,中 抜き現象が発生している。 さらに ビジネス環境の高度化 ・グローバル化は,
ジェネラリス トとしての中間管理職よりも,公 認会計士や証券アナ リス トなどのスペシャリス ト
をより必要とする。なお明治大学商学部の会計コースは,明 治大学を日本における随一の公認会
計士輩出校にしてきたことを,是 非 ともここに付記 しておきたい。
1990年 代初頭に日本経済のバブル景気が崩壊すると,以 後 日本企業の労働分配率 は継続的に
上昇する。戦後ベ ビーブーム世代の高齢化が年功序列型給与制度によって高給化をもたらし,労
働コス トが高まっているからである。 日本企業にとって,終 身雇用や年功序列の維持はもはや限
界に達 している。それぽ,昨 今の失業率の高さを見れば明白である。 しか も資本市場の国際統合
が進展 し,企 業経営者は,世 界の投資家を念頭において株主重視の経営を行わなければならない。
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今後,企 業 に依存す るので はな く,主 体 的かつ積極的 に自 らのキ ャ リアア ップ計画 を立 ててい
くことが重要 になる。 明治大学商学部 では,ク リエ イテ ィブ ・ビジネス ・コースを加 え るととも
に,研 究 ・教育 のさ らな る充実 を図 ってい る。すで に大学 を終 えた社 会人 に も,MBAに 代 表 さ
れ る大学 院教育の需要 が ます ます高 ま って い くであ ろう。 その よ うな ビジネス環境 の変化 に適応
しグローバルに活躍 してい く上 で,学 生 に も社会人 にも是非 とも修得 して もらいたい リテ ラシー,
それが,英 語 ・パ ソヌン ・国際会計な ので ある。 これ らが 出来れ ば,ア メ リカが,世 界 が,も っ
ともっと身近 な ものにな る。
